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1. 研究の背景 
 1980 年代以降、開発途上国政府の腐敗防止、

民主化、効率化などの実現の一方策として地方分

権化が提唱され、開発の主流となっている。しか

し地方分権化は途上国政府や社会に混乱や問題

を生み出し、政府の調整コストを高めている。 
 このような現状を受け、国際援助機関や多くの

研究者が地方分権化をいかに成功させるかと言

う問題意識の下で研究を行っており、問題点の指

摘やその解決策を論じている。しかし、統治機構

である政府にとって、いかに集権化し、多元的な

社会をいかに統治するかという論点も重要であ

ろう。多くの先行研究においては、行政機構にお

ける権限や税源の配分を踏まえて政府が集権的

か分権的かを判断しているが、政府は統治機構で

あるため、たとえ分権的な政府であろうとも集権

化の方向性を持っていると考えられる。 
 本研究では、現在地方分権化の潮流の中にある

インドネシアの州政府に着目し、施策に組み込ま

れた集権化の方法を明らかにすることを試みる。

先行研究においては、中央政府による地方分権化

政策には中央政府の操作によって集権化が可能

であることが指摘されているが、インドネシアの

州政府においては、以下の 3 点の理由から従来

指摘された方法での集権化が困難であると考え

られる。第一に、インドネシアにおいては、1998
年にスハルト政権が崩壊して以来地方分権化が

急激に行われ、中央集権や上位政府からの介入に

対する社会的反発が強い。第二に、州政府は地方

自治体の頂点に位置するが、県政府に開発権限の

大部分が移譲されたため、その統治能力が低下し

ている。第三に、州政府は中央政府と異なり地方

分権化のマスタープランを作成することができ

ないので、与えられた地方分権化政策の中で管轄

領域の統治を行わなければならない。このような

条件を抱える州政府が統治権力を維持しようと

する方法には、これまで指摘された方法とは異な

る新しいメカニズムが見出されることが期待さ

れる。 
 
2. 問い 
 そこで、本研究ではインドネシア、南スラウェ

シ州政府を対象に分析を試みる。問いは次のもの

である。「インドネシアにおいて、中央集権化の

ための働きかけが困難な州政府がとりうる手段

には、どのようなものがあるのか」。この問いを

考察するにあたり、筆者は地域住民への公共サー

ビスや参加型開発、村落自治といった、州政府が

比較的関与しやすい領域における取り組みに着

目し、南スラウェシ州政府による「バルガ・サヤ

ン政策」を考察の対象とした。 
 バルガ・サヤン政策とは州の全村にバルガ・サ

ヤンという名の集会所を設置し、村の行政サービ

ス、コミュニティ活動の中心として機能させると

いうものである。2008 年 7 月から州政府のトッ

プ・ダウンで始まった政策であり、現在州内の全

20 県 3 市政府に承認され、今後州内の全郡政府

および全村に受け入れられていく見込みである。

政策は分権的に運営され、州政府は政策の枠組み

を管理する以外は特に介入はせず、県・市・郡政

府および村のエリート層に各村のバルガ・サヤン

の運営を委ねている。 
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3. 研究方法 
 筆者はインドネシア、南スラウェシ州においてフ

ィールドワークを行い、州政府の政策担当局の職員

や、県・郡政府の職員、バルガ・サヤン設置村、非

設置村のローカル・エリート、および村人にインタ

ビューを行った。また、バルガ・サヤンの特徴を他

の集会施設と比較しながら観察した。 

 バルガ・サヤン政策の持つ効果については、第一

に「可視化経営」（H.A.サイモン 1979）、（長尾、

本道 2006）の理論を参考に、役人やローカル・エ

リート、および住民を「管理しやすい」対象にして

いくメカニズムを考察した。第二に、プレモダン

な社会において生業や儀式などに使われる「場

所」が近代的空間に包摂される現象を考察する

ことの意義を提唱した床呂（2006）を参照し、

「場所」としてのバルガ・サヤンが持つ意義から

政策の効果について考察を行った。 

 
4. 仮説 

問いに対する仮説は以下のとおりである。まず、

政府が村の中に総合的な性格を持つ集会所を作

り、それを村の中心にする。そしてその運営と自

治を州政府から村までの地方自治体で分権的に

促進する。さらにその集会所には、①可視化機能、

②規格化機能、③総合性という側面が備わり、三

つの側面が複合的に機能することで村を以前よ

りも統治しやすい対象に変化させ、ローカル・エ

リートや住民を自治の担い手に変えてゆき、結果

として州政府が集権化する効果を生む。また集会

所は個々のサービスなどとは異なり、ニーズや問

題意識に変化に関わらず機能し続けることがで

きる。そのため、従来の施策とは異なり、州政府

と村、県・市・郡政府との関係を維持することが

できる。以上により南スラウェシ州政府は、直接

的関与なしに統治権力を浸透させることが可能

になると考えられる。 
 
 

5. 到達点、課題 
 本研究の到達点は、福祉や住民自治のように州

政府の介入が争点化しにくい分野に注目し、州政

府が集会所という自治の場を提供することで集

権化を行いうることを導き出した点である。 
 しかし本研究の結論は仮説の域を出ない。仮説

の妥当性を検証するには、数年後、バルガ・サヤ

ン政策について以下のような事柄を確認する必

要がある。例えば州政府の開発戦略上の諸課題が

村の自治や住民の意識に浸透していること、村の

自治や社会開発において、縁故主義につながる行

動が減じていることなどである。さらに以上の事

柄について、バルガ・サヤン政策を採用していな

いインドネシアの他の州や他国の類似施設との

比較を行うことも有効であろう。 
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